
 

   

   戦後強制抑留者に対する特別給付金の支給に関する法律案要綱 

第一 趣旨 

  この法律は、戦後強制抑留者が、戦後、酷寒の地において、長期間にわたって劣悪な環境の下で強制抑

留され、多大の苦難を強いられたこと、その間において過酷な強制労働に従事させられ、また、それにも

かかわらず当該強制労働に対する対価の支払を受けていないこと等の特別の事情にかんがみ、あわせてそ

れらの者が本邦に帰還した後の状況等についても考慮し、戦後強制抑留者の労苦を慰藉
しや

するための特別給

付金の支給に関し必要な事項を規定するものとすること。              （第一条関係） 

第二 定義 

  この法律において「戦後強制抑留者」とは、昭和二十年八月九日以来の戦争の結果、同年九月二日以後

ソヴィエト社会主義共和国連邦又はモンゴル人民共和国の地域において強制抑留された者で本邦に帰還し

たものをいうものとすること。                          （第二条関係） 

第三 支給対象者 

  戦後強制抑留者でこの法律の施行の日において日本の国籍を有するものには、特別給付金を支給するも



 

 

 

のとすること。                              （第三条第一項関係） 

第四 支給内容 

  特別給付金の額は、戦後強制抑留者の帰国の時期の区分に応じ次の表に掲げる額とし、これを一時金と

して支給するものとすること。                          （第四条関係） 

帰   国   の   時   期 特 別 給 付 金 の 額 

昭和二十三年十二月三十一日まで 三〇〇、〇〇〇円 

昭和二十四年一月一日から昭和二十五年十二月三十一日まで 五〇〇、〇〇〇円 

昭和二十六年一月一日から昭和二十七年十二月三十一日まで 一、〇〇〇、〇〇〇円 

昭和二十八年一月一日から昭和二十九年十二月三十一日まで 一、五〇〇、〇〇〇円 

昭和三十年一月一日以降 二、〇〇〇、〇〇〇円 

第五 支給手続 

 一 特別給付金の支給を受ける権利の認定は、これを受けようとする者の請求に基づいて、総務大臣が行

うものとすること。                           （第三条第二項関係） 



 

   

 二 一の請求は、平成二十七年三月三十一日までに行わなければならないものとすること。 

（第三条第三項関係） 

 三 二の期間内に特別給付金の支給を請求しなかった者には、特別給付金は、支給しないものとすること。 

（第三条第四項関係） 

 四 特別給付金に関する処分についての異議申立期間は、その処分の通知を受けた日の翌日から起算して

一年以内とするものとすること。                     （第六条第一項関係） 

第六 その他 

 一 この法律は、平成十九年一月一日から施行するものとすること。       （附則第一条関係） 

 二 国は、この法律の施行後速やかに、第二の地域において戦後強制抑留された者であって日本の国籍を

有しないものその他第三による特別給付金の支給の対象となっている者以外のもの及び樺太、千島、北

緯三十八度以北の朝鮮又は元の関東州、元の満洲等の中国の地域において戦後強制抑留された者であっ

て第二の地域において戦後強制抑留された者と同様の実情にあったものに係る強制抑留の実態について

総合的に調査を行うとともに、その結果等を踏まえつつ、それらの者その他の関係者について労苦に報



 

 

 

いる等のための方策に関し検討を加え、その結果に基づき必要な措置を講ずるものとすること。 

          （附則第三条関係） 

三 その他所要の規定を整備するものとすること。 


